
 

 
 
 

令和８年度  

 
 

福島町議会 
定例会４月会議 

 
 

令和８年４月２７日（月） 
 
 
 

諸 般 の 報告 
（第１号） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福 島 町 議会 
  

1



 

提出された案件 
 
 
１ 町長提出 
 
議案第１号 町税条例の一部を改正する条例 

議案第２号 福島テレビ中継局地上デジタル送信機更新工事請負契約の締結に

ついて 

議案第３号 令和８年度福島町一般会計補正予算（第２号） 

議案第４号 令和８年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 
 
 
２ 町長・その他の執行機関から通知のあった説明員 
 
 町 長  鳴海 清春    副 町 長  小鹿 一彦 
 総 務 課 長  小鹿 浩二    総 務 課 参 事  吉澤 裕治 

企 画 課 長  村田 洋臣    産 業 課 長  福原 貴之    
町民課長兼吉岡支所長兼認定こども園福島保育所園長    深山  肇    町民課参事兼会計管理者   佐藤 和利    
福 祉 課 長  石川 秀二    建 設 課 長  紙谷  一    
福祉センター次長  （古一 直喜） 

  
 教  育  長  小野寺則之    事務局長兼給食センター長  古一 直喜 
 
 監 査 委 員  本庄屋 誠    監 査 委 員  高田 重美 
 
 
３ 職務のため出席した議会事務局職員 
 
 議会事務局長  鍋谷 浩行    議 事 係 長  山下 貴義 
 主     任  角谷 里紗     
 
 
４ 監査報告 
 
４月７日 監査委員から、会計例月検査結果の報告があった。（浄化槽事業会計） 

９日 監査委員から、会計例月検査結果の報告があった。（水道事業会計） 
10日 監査委員から、会計例月検査結果の報告があった。 

一般会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者 

医療特別会計、国民健康保険診療所特別会計 

 

５ 議会に関連した諸行事（令和７年度福島町議会定例会３月第２回会議後、本日ま

で） 
 
３月26日 議会運営委員会（定例会３月第２回会議の反省） 

  30日 令和７年度福島吉岡漁業協同組合定期総会(議長) 

４月６日 認定こども園福島保育所入園式（議長ほか） 

７日 交通安全祈願祭・町民大会（議長ほか） 

  ８日 吉岡小学校入学式（平沼議員ほか） 

〃日 福島小学校入学式（議長ほか） 
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〃日 福島中学校入学式（議長ほか） 

〃日  福島商業高等学校入学式（議長ほか） 

10日 福島幼稚園入園式（議長ほか） 

〃日  道南地区森林・林業・林産業活性化推進議員連盟連絡会役員会 

  （厚沢部町、熊野議員） 

19日 北海道福島会総会（東京都 議長） 

23日 福島町林野火災予消防対策協議会総会（議長ほか） 

〃日 福島町森づくり協議会総会（佐藤議員） 

〃日 道南地区森林・林業・林産業活性化推進議員連盟連絡会総会及び研修

会（北斗市、佐藤議員ほか） 

24日 渡島西部四町議会議員連絡協議会理事会（木古内町、議長ほか） 

〃日 議会運営委員会（議会評価） 

  27日 議会運営委員会（定例会４月会議の運営） 

  〃日  定例会４月会議 

 

６ 議会に提出された要望書等 

 
４月23日 福島町商工会・福島町水産加工協同組合から要望書の提出があった。 
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福 島 町 議 会

議 長 溝 都 幸 基 様

融資利率の改定に伴う支援の継続についての

要 望 圭
日

令不口8年 4月 23日

福 島 町 商 工

会  長  石 岡 田

福島町水産加工協同組

代表理事  湯 浅
-8,4.23

△
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融資利率の改定に伴 う支援の継続について

平素は、小規模事業対策の推進、とりわけ商工会及び水産加工協同組

合事業の実施について、ご理解とご支援を賜り、心から厚くお礼申し上

げます。

さて、当町の商工業を取り巻くr呆―境は、食料品を中心とした物価高、
エネルギー・原材料価格の高騰の影響のほか、人口の減少、少子高齢化

など、大変厳しい状況が続いております。

また、昨今、金融機関では貸付利率の引き上げが行われ、貸付利子負

担軽減となるご支援を賜り、誠にありがとうございます。令和 8年度に
おいても国の金融政策により各金融機関での貸付利率の引き上げが行わ

れ、当水産加工協同組合の取引金融機関からも金利をさらにO.25%
引き上げる旨、通知を受けており、今後も金利上昇が懸谷されます。

当組合では、水産加工業の経営合理化及び施設整備の近代化を図り、

産業振興に努めておりますが、原材料の確保や仕入価格の高騰、スルメ

製品市場の停滞、最低賃金の大幅な上昇による人件費の増大など、経営

を取り巻く環境は一段と厳しさを増しております。
つきましては、基幹産業である水産力日工業の継続及び地域の雇用確保

の観点にご理解いただき、金利上昇に係る負担増につきまして、特段の

ご支援を賜りますようご要望申し上げます。
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